	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

様式第１号
[bookmark: _Hlk168860839][bookmark: _Hlk176507623]凍結卵子を使用した生殖補助医療への支援事業費補助金
交付申請書兼実績報告書
　　　　　年　　月　　日
山梨県知事　殿
関係書類を添えて次のとおり凍結卵子を使用した生殖補助医療への補助を申請します。
また、山梨県が本申請の審査に関して関係機関への照会や情報提供を行うことに同意します。
	申
請
者　
	フリ　　ガナ
氏　　名
	※夫婦いずれかが山梨県外在住の場合、申請者は県内在住の方としてください。



	
	生年月日
	昭和・平成　　　年　　　月　　　日生（　　　　歳）

	
	住　　所
電話番号
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	〒

電話番号　　　　　－　　　　－　　　　
ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ

	配
偶
者
	フリ　　ガナ
氏　　名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	
	生年月日
	昭和・平成　　　年　　　月　　　日生（　　　　歳）

	
	住　　所
電話番号
※申請者と異なる場合のみ記入
	〒

電話　　　－　　　　－　　　　

	婚姻の届出
	· 有（法律婚）　　　　　□ 無（事実婚）

	交付申請額及び
実績報告額
	※様式第１号 別紙１『凍結卵子を使用した生殖補助医療への支援事業費補助金交付申請額及び実績報告額 算定表』の【⑥交付申請額及び実績報告額】を記載。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	振
込
先
	金融機関名
	※申請者の口座をご記入ください。

	
	
	銀行・金庫・農協　　　　　　本店・支店・出張所

	
	預金種別
	普通　・　当座
	口座番号
（※７桁）
	
	
	
	
	
	
	

	
	口座名義人
	※カタカナで記入

	

過去の
補助状況
	過去に山梨県でこの『凍結卵子を使用した生殖補助医療への支援事業費補助金』を受けたことがありますか。（☑してください）
□はい
　　・補助回数　　　　回
　　・過去に補助を受けた後に出産(妊娠１２週以降に死産に至った場合を含む)した場合、これまでに受けた補助回数をリセットできますが、リセットを希望しますか。□はい （出生日又は死産日：　　　年　　月　　日）　・　□いいえ
□いいえ


　　◎裏面に記載の書類を添付して提出してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　［　裏　面　］

【添付書類】　
　次の書類を添付して提出してください。

1 『凍結卵子を使用した生殖補助医療への支援事業費補助金交付申請額及び実績報告額 算定表』（様式第１号　別紙１）

2 『凍結卵子を使用した生殖補助医療への支援事業受診等証明書』（様式第２号）
· 医療機関記入

3 [院外処方により薬を購入した場合]薬の領収書及び明細書
[bookmark: _Hlk176608774]※ 生殖補助医療を実施した医療機関の処方により調剤薬局で生殖補助医療に係る薬を購入した場合は、当該薬の領収書及び明細書を提出してください。
※ 院内処方により薬を購入した場合は、上記②受診等証明書の領収金額に薬代が含まれますので、領収書及び明細書の提出は必要ありません。

4 [bookmark: _Hlk168914185]住民票の写し（原本）
[bookmark: _Hlk176774322]　　　　　　・申請日から３ヶ月以内に発行されたものに限ります。
　　　　　　・続柄は必ず記載してください。
[bookmark: _Hlk176774343]　　　　　　・マイナンバーの記載は不要です。
　　　　　　・別居の場合は、ご夫婦両方の居住地の住民票が必要です。

⑤　戸籍全部事項証明書（戸籍謄本）（原本）
※ただし、上記④の住民票の写しで法律上の婚姻の有無を確認できる場合（続柄欄に「夫」「妻」等の記載がある場合）は不要とする。
　・申請日から３ヶ月以内に発行されたものに限ります。
・上記④の住民票で婚姻関係が確認できない方は、必ず提出してください。
・戸籍全部事項証明書で婚姻関係が確認できない外国籍の夫婦の場合は、
結婚証明書を添付してください。（コピー可）
・事実婚の方は、夫婦両方の戸籍全部事項証明書を提出してください。
・事実婚で外国籍の方は独身証明書を提出してください。

6 【事実婚の方】　『事実婚関係に関する申立書』（様式第３号）
　　　　　・事実婚の方は、次の２点を「事実婚関係に関する申立書」（様式第３号）により申告してください。
（1） 両人が事実婚の関係にあること。（両人が別世帯である場合はその理由も必ず記載）
（2） 治療の結果出生した子について認知を行う意向があること。

